
２０２３年６月１２日 

三井住友信託銀行株式会社 

 

【信託代理店：株式会社十六銀行】 

特約付指定金銭信託〈財産管理 R 型〉の特別約定の改定 

 

２０２３年 7 月 1 日より、お客さまから頂戴する報酬の名称変更等にともない、信託代理

店株式会社十六銀行の「じゅうろく人生 100 年応援信託〈人生たのしんたく〉」の特別約定

を改定いたします。 

この改定による報酬の計算方法や金額の変更はありません。 

    

改定内容については、新旧対照表(下線部：変更部分)をご参照ください。 

 

＜新旧対照表＞ 

改定前 改定後 

第１条（信託目的等） 

⑴この信託は、約款および特別約定に従い、

信託された金銭を受益者のために利殖する

こと、委託者兼受益者に指定の方法により

信託財産を交付すること、委託者兼受益者

の財産を管理すること、および、委託者兼

受益者の死亡時に委託者兼受益者が指定し

た特定受給者に信託財産の一部を交付する

ことを目的とします。 

⑵委託者兼受益者は、この信託契約を遡及的

に解除（撤回）することはできません。 

⑶委託者兼受益者について、下記の事由が発

生した場合、成年後見人または任意後見人

が当社所定の書式により届け出たときは、

信託契約における委託者兼受益者の権限を

本人に代わり行使することがきます。ただ

し、成年後見人または任意後見人は、第７

条第１項に定める委託者兼受益者の同意者

１名を指定すること、および第７条第４項

に定める委託者兼受益者の同意者の指定を

変更または解除することはできますが、第

第１条（信託目的等） 

⑴本信託は、約款および特別約定に従い、信

託された金銭を受益者のために利殖するこ

と、委託者兼受益者に指定の方法により信

託財産を交付すること、委託者兼受益者の

財産を管理すること、および、委託者兼受

益者の死亡時に委託者兼受益者が指定した

特定受給者に信託財産の一部を交付するこ

とを目的とします。 

⑵委託者兼受益者は、この信託契約を遡及的

に解除（撤回）することはできません。 

⑶委託者兼受益者について、下記の事由が発

生した場合、成年後見人または任意後見人

が当社所定の書式により届け出たときは、

信託契約における委託者兼受益者の権限を

本人に代わり行使することがきます。ただ

し、成年後見人または任意後見人は、第７

条第１項に定める委託者兼受益者の同意者

１名を指定すること、および第７条第４項

に定める委託者兼受益者の同意者の指定を

変更または解除することはできますが、第



６条に定める特定受給者１名を指定するこ

と、特定受給者の指定を変更または解除す

ること、および特定給付金の金額を変更す

ることはできません。 

 ①後見が開始したとき 

 ②任意後見監督人が選任されたとき 

６条に定める特定受給者１名を指定するこ

と、特定受給者の指定を変更または解除す

ること、および特定給付金の金額を変更す

ることはできません。 

 ①後見が開始したとき 

 ②任意後見監督人が選任されたとき 

第２条（信託財産） 

⑴この信託契約は、本信託の申込書の記載内

容に基づき当社が信託の引受を承諾したう

えで、信託金を受領することによって成立

します。なお、信託金は500万円以上（１

円単位）とします。 

⑵委託者兼受益者は当社の承諾を得てこの信

託に追加信託をすることができます。な

お、追加信託の信託金は、１回当たり100

万円以上（1円単位）とします。 

 

⑶また、委託者兼受益者は当社の承諾を得

て、年金自動追加信託サービスを利用して

追加信託をすることができます。この場合

の信託金は、1回あたり1万円以上50万円

以下（1万円単位）とします。 

第２条（信託財産） 

⑴この信託契約は、本信託の申込書の記載内

容に基づき当社が信託の引受を承諾したう

えで、信託金を受領することによって成立

します。なお、信託金は500万円以上（１

円単位）とします。 

⑵委託者兼受益者および就任した手続代理人

は当社の承諾を得てこの信託に追加信託を

することができます。なお、追加信託の信

託金は、１回当たり100万円以上（1円単

位）とします。 

⑶また、委託者兼受益者は当社の承諾を得

て、年金自動追加信託サービスを利用して

追加信託をすることができます。この場合

の信託金は、1回あたり1万円以上50万円

以下（1万円単位）とします。 

第５条（信託の終了事由） 

この信託は、次の各号に掲げる場合に終了し

ます。 

①委託者兼受益者が死亡した場合。 

②委託者兼受益者が信託報酬を支払わない場

合または信託財産が信託報酬の支払に不足

する場合。 

③委託者兼受益者の成年後見人または任意後

見人が、当社所定の書式で本信託の終了を

申し出た場合。 

④前三号に定めるほか、前三号の定めに抵触

しない範囲で約款において終了事由と定め

る事由が生じた場合。 

第５条（信託の終了事由） 

本信託は、次の各号に掲げる場合に終了しま

す。 

①委託者兼受益者が死亡した場合。 

②委託者兼受益者が信託報酬を支払わない場

合または信託財産が管理報酬の支払に不足

する場合。 

③委託者兼受益者の成年後見人または任意後

見人が、当社所定の書式で本信託の終了を

申し出た場合。 

④前三号に定めるほか、前三号の定めに抵触

しない範囲で約款において終了事由と定め

る事由が生じた場合。 

第６条（特定受給者） 第６条（特定受給者） 



⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、特定受給者１名を指定する

ことができます。特定受給者は、第５条第

1号の事由（委託者兼受益者の死亡）が発

生した場合、第１２条第１項第1号の規定

に従い信託財産から金銭の給付（以下「特

定給付金」といいます）を受ける権利を取

得します。 

⑵委託者兼受益者の死亡後、当社は特定受給

者に対して特定給付金の支払請求に関する

案内の通知を発送します。 

⑶委託者兼受益者は、第1項の指定に際し、

500万円を上限として特定給付金の金額を

定めることができます。ただし、委託者兼

受益者の法定相続人以外の者を特定受給者

と指定する場合には、特定給付金の上限金

額は200万円とします。 

⑷当社は、第1項に従って指定された者に対

して、特定受給者として指定された旨を通

知する義務を負いません。 

⑸第1項により指定された特定受給者が、委

託者兼受益者よりも先に死亡した場合（同

時とされる場合も含みます）、第１項の特

定受給者としての指定は、当然に効力を失

い、特定受給者の指定はなされなかったも

のとみなします。当社が第２項の通知を発

送した日の３ヵ月後の応当日までに特定受

給者がその権利を行使しない場合および特

定受給者が当社に対してその権利を放棄す

る旨の意思表示をした場合も同様としま

す。 

⑹第８条に定める手続代理人が就任しておら

ず、かつ、委託者兼受益者が後見の審判を

受けていない場合に限り、委託者兼受益者

は当社所定の書面を提出することにより、

特定受給者の指定を変更または解除するこ

⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、特定受給者１名を指定する

ことができます。特定受給者は、第５条第

1号の事由（委託者兼受益者の死亡）が発

生した場合、第１２条第１項第1号の規定

に従い信託財産から金銭の給付（以下「特

定給付金」といいます）を受ける権利を取

得します。 

⑵委託者兼受益者の死亡後、当社は特定受給

者に対して特定給付金の支払請求に関する

案内の通知を発送します。 

⑶委託者兼受益者は、第1項の指定に際し、

500万円を上限として特定給付金の金額を

定めることができます。ただし、委託者兼

受益者の法定相続人以外の者を特定受給者

と指定する場合には、特定給付金の上限金

額は200万円とします。 

⑷当社は、第1項に従って指定された者に対

して、特定受給者として指定された旨を通

知する義務を負いません。 

⑸第1項により指定された特定受給者が、委

託者兼受益者よりも先に死亡した場合（同

時とされる場合も含みます）、第１項の特

定受給者としての指定は、当然に効力を失

い、特定受給者の指定はなされなかったも

のとみなします。当社が第２項の通知を発

送した日の３ヵ月後の応当日までに特定受

給者がその権利を行使しない場合および特

定受給者が当社に対してその権利を放棄す

る旨の意思表示をした場合も同様としま

す。 

⑹第８条に定める手続代理人が就任しておら

ず、かつ、委託者兼受益者が後見開始の審

判を受けていない場合に限り、委託者兼受

益者は当社所定の書面を提出することによ

り、特定受給者の指定を変更または解除す



と、および特定給付金の金額を変更するこ

とができます。 

ること、および特定給付金の金額を変更す

ることができます。 

第７条（委託者兼受益者の同意者） 

⑴委託者兼受益者は、次条の規定に基づき指

定した手続代理人が就任している場合を除

き、当社所定の書面で届出ることにより、

委託者兼受益者の同意者1名を指定するこ

とができます。委託者兼受益者の同意者は

委託者兼受益者の4親等内の親族または任

意後見監督人のうち当社代理店金融機関等

と取引のある者に限ります。ただし次の各

号に掲げる者は委託者兼受益者の同意者に

なることはできないものとします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 

 ③任意後見監督人が選任されている者 

⑵前項の指定を受けた者は、当社所定の確認

書を当社に提出し、かつ、当社がこれを受

理したことを停止条件として委託者兼受益

者の同意者に就任するものとします。 

⑶委託者兼受益者の同意者は、第１０条第２

項に定める委託者兼受益者による信託財産

の交付請求について、同意または不同意の

決定をします。 

⑷委託者兼受益者が後見の審判を受けていな

い場合に限り、委託者兼受益者は当社所定

の書面を提出することにより、委託者兼受

益者の同意者の指定を変更または解除する

ことができます。 

⑸以下の事由に該当した場合には、委託者兼

受益者の同意者の指定は終了するものとし

ます。 

①第８条に定める委託者兼受益者の手続代

理人が代理人開始届を当社に提出するこ

とにより手続代理人に就任した場合 

②委託者兼受益者の同意者が死亡したこ

第７条（委託者兼受益者の同意者） 

⑴委託者兼受益者は、次条の規定に基づき指

定した手続代理人が就任している場合を除

き、当社所定の書面で届出ることにより、

委託者兼受益者の同意者1名を指定するこ

とができます。委託者兼受益者の同意者は

委託者兼受益者の4親等内の親族または任

意後見監督人のうち当社代理店金融機関等

と取引のある者に限ります。ただし次の各

号に掲げる者は委託者兼受益者の同意者に

なることはできないものとします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 

 ③任意後見監督人が選任されている者 

⑵前項の指定を受けた者は、当社所定の確認

書を当社に提出し、かつ、当社がこれを受

理したことを停止条件として委託者兼受益

者の同意者に就任するものとします。 

⑶委託者兼受益者の同意者は、第１０条第２

項に定める委託者兼受益者による信託財産

の交付請求について、同意または不同意の

決定をします。 

⑷委託者兼受益者が後見開始の審判を受けて

いない場合に限り、委託者兼受益者は当社

所定の書面を提出することにより、委託者

兼受益者の同意者の指定を変更または解除

することができます。 

⑸以下の事由に該当した場合には、委託者兼

受益者の同意者の指定は終了するものとし

ます。 

①第８条に定める委託者兼受益者の手続代

理人が代理人開始届を当社に提出するこ

とにより手続代理人に就任した場合 

②委託者兼受益者の同意者が死亡したこ



と、辞任したこと、または第１項第２号

もしくは同項第３号に掲げる者に該当す

ることになったことの届出があった場合 

③委託者兼受益者の同意者として、当社が

不適当と判断した場合 

と、辞任したこと、または第１項第２号

もしくは同項第３号に掲げる者に該当す

ることになったことの届出があった場合 

③委託者兼受益者の同意者として、当社が

不適当と判断した場合 

第８条（手続代理人） 

⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、信託財産の交付についての

手続代理人を２名まで指定することができ

ます。２名指定する場合は、２名の方を第

一順位と第二順位の手続代理人として選定

いただきます。ただし、次の各号に掲げる

者は手続代理人になることはできないもの

とします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 

 ③任意後見監督人が選任されている者 

④弁護士・司法書士・税理士のうち、所属

する強制加入団体から懲戒処分を受けた

こと等を理由として当社が不適当と判断

した者 

⑵前項に基づき第一順位の手続代理人に指定

された者は、当社所定の確認書および代理

人開始届を当社に提出し、かつ、当社がこ

れを受理したことを停止条件として手続代

理人に就任するものとします。 

⑶手続代理人は、委託者兼受益者に代わり、

第２条第２項に定める追加信託、ならびに

第１０条第３項および第４項に定める信託

財産の交付を請求することができます。た

だし、交付請求の目的は、委託者兼受益者

の医療費、介護費、住居費、その他委託者

兼受益者に発生した費用の支払に限りま

す。なお、手続代理人が就任している間、

委託者兼受益者は自ら信託財産の交付を請

求することはできません。 

第８条（手続代理人） 

⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、信託財産の交付についての

手続代理人を２名まで指定することができ

ます。２名指定する場合は、２名の方を第

一順位と第二順位の手続代理人として選定

いただきます。ただし、次の各号に掲げる

者は手続代理人になることはできないもの

とします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 

 ③任意後見監督人が選任されている者 

④弁護士・司法書士・税理士のうち、所属

する強制加入団体から懲戒処分を受けた

こと等を理由として当社が不適当と判断

した者 

⑵前項に基づき第一順位の手続代理人に指定

された者は、当社所定の確認書および代理

人開始届を当社に提出し、かつ、当社がこ

れを受理したことを停止条件として手続代

理人に就任するものとします。 

⑶手続代理人は、委託者兼受益者に代わり、

第２条第２項に定める追加信託、ならびに

第１０条第３項および第４項に定める信託

財産の交付を請求することができます。た

だし、交付請求の目的は、委託者兼受益者

の医療費、介護費、住居費、その他委託者

兼受益者に発生した費用の支払に限りま

す。なお、手続代理人が就任している間、

委託者兼受益者は自ら信託財産の交付を請

求することはできません。 



⑷手続代理人が就任しておらず、かつ、委託

者兼受益者が後見の審判を受けていない場

合に限り、委託者兼受益者は当社所定の書

面を提出することにより、手続代理人の指

定を変更または解除することができます。 

⑸以下の事由に該当した場合には、手続代理

人の指定は終了するものとします。 

①手続代理人が死亡したこと、辞任したこ

と、または第１項第２号もしくは同項第

３号に掲げる者に該当することになった

ことの届出があった場合 

②手続代理人が所在不明となったことまた

は意思能力を喪失したこと等により業務

を遂行できない相当な事由があると当社

が判断した場合 

③手続代理人として、当社が不適当と判断

した場合 

④委託者兼受益者の成年後見人または任意

後見人が就任した旨の届出が当社所定の

書面でなされた場合 

⑹第8条第1項に基づき第二順位の手続代理人

に指定を受けた者がいる場合、前項第１号

ないし第3号の場合において手続代理人の

指定が終了したことを停止条件として、第

二順位の手続代理人が第一順位の手続代理

人の地位を承継するものとします。 

⑷手続代理人が就任しておらず、かつ、委託

者兼受益者が後見開始の審判を受けていな

い場合に限り、委託者兼受益者は当社所定

の書面を提出することにより、手続代理人

の指定を変更または解除することができま

す。 

⑸以下の事由に該当した場合には、手続代理

人の指定は終了するものとします。 

①手続代理人が死亡したこと、辞任したこ

と、または第１項第２号もしくは同項第

３号に掲げる者に該当することになった

ことの届出があった場合 

②手続代理人が所在不明となったことまた

は意思能力を喪失したこと等により業務

を遂行できない相当な事由があると当社

が判断した場合 

③手続代理人として、当社が不適当と判断

した場合 

④委託者兼受益者の成年後見人または任意

後見人が就任した旨の届出が当社所定の

書面でなされた場合 

⑹第8条第1項に基づき第二順位の手続代理人

に指定を受けた者がいる場合、前項第１号

ないし第3号の場合において手続代理人の

指定が終了したことを停止条件として、第

二順位の手続代理人が第一順位の手続代理

人の地位を承継するものとします。 

第９条（手続代理人の同意者） 

⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、手続代理人の同意者を、指

定する手続代理人１名に対し１名指定でき

ます。ただし、次の各号に掲げる者は手続

代理人の同意者となることはできないもの

とします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 

第９条（手続代理人の同意者） 

⑴委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出

ることにより、手続代理人の同意者を、指

定する手続代理人１名に対し１名指定でき

ます。ただし、次の各号に掲げる者は手続

代理人の同意者となることはできないもの

とします。 

 ①未成年者 

 ②補助・保佐・後見が開始されている者 



 ③任意後見監督人が選任されている者 

⑵前項の指定を受けた者は、確認書および手

続代理人と連名で当社所定の書面による代

理人開始届を当社に提出し、かつ、当社が

これを受理したことを停止条件として手続

代理人の同意者に就任するものとします。 

⑶手続代理人の同意者は、第１０条第４項に

定める手続代理人による信託財産の交付請

求について、同意または不同意の決定をし

ます。 

⑷第８条に定める手続代理人が就任しておら

ず、かつ、委託者兼受益者が後見の審判を

受けていない場合に限り、委託者兼受益者

は当社所定の書面を提出することにより、

第１項で指定した同意者を変更すること、

または同意者の指定を解除することができ

ます。 

⑸以下の事由に該当した場合には、手続代理

人の同意者の指定は終了するものとしま

す。 

①手続代理人の同意者について、死亡した

こと、辞任したこと、もしくは第１項第

２号もしくは同項第３号に掲げる者に該

当することになったことの届出があった

場合 

②第８条第５項の定めにより手続代理人に

係る指定が終了した場合 

③手続代理人の同意者が所在不明となった

ことまたは意思能力を喪失したこと等に

より業務を遂行できない相当な事由があ

ると当社が判断した場合 

④手続代理人の同意者として、当社が不適

当と判断した場合 

 ③任意後見監督人が選任されている者 

⑵前項の指定を受けた者は、確認書および手

続代理人と連名で当社所定の書面による代

理人開始届を当社に提出し、かつ、当社が

これを受理したことを停止条件として手続

代理人の同意者に就任するものとします。 

⑶手続代理人の同意者は、第１０条第４項に

定める手続代理人による信託財産の交付請

求について、同意または不同意の決定をし

ます。 

⑷第８条に定める手続代理人が就任しておら

ず、かつ、委託者兼受益者が後見開始の審

判を受けていない場合に限り、委託者兼受

益者は当社所定の書面を提出することによ

り、第１項で指定した同意者を変更するこ

と、または同意者の指定を解除することが

できます。 

⑸以下の事由に該当した場合には、手続代理

人の同意者の指定は終了するものとしま

す。 

①手続代理人の同意者について、死亡した

こと、辞任したこと、もしくは第１項第

２号もしくは同項第３号に掲げる者に該

当することになったことの届出があった

場合 

②第８条第５項の定めにより手続代理人に

係る指定が終了した場合 

③手続代理人の同意者が所在不明となった

ことまたは意思能力を喪失したこと等に

より業務を遂行できない相当な事由があ

ると当社が判断した場合 

④手続代理人の同意者として、当社が不適

当と判断した場合 

第１５条（信託報酬等） 

当社は、約款に定める信託報酬に加えて、次

のとおり設定時信託報酬、追加信託報酬およ

第１５条（信託報酬） 

当社は、約款に定める信託報酬に加えて、次

のとおり設定時報酬、追加信託時報酬および



び管理信託報酬、ならびにそれぞれの消費税

等相当額を収受します。 

⑴当初信託引受時（設定時信託報酬） 

 委託者兼受益者は信託引受時の信託元本額

に2％を乗じた額（但し、上限は100万円

とします）および消費税等を信託設定時に

当社に支払うものとします。設定時信託報

酬は原則として信託設定後直ちに信託財産

の中から委託者兼受益者が当社に支払うも

のとします。 

⑵追加信託時（追加信託報酬） 

 委託者兼受益者は、追加信託をする度に、

追加信託金額に2％を乗じた額（但し、上

限は100万円とします）および消費税等を

追加信託時に当社に支払うものとします。

追加信託報酬は原則として追加信託後直ち

に信託財産の中から委託者兼受益者が当社

に支払うものとします。なお、第２条第３

項に基づく年金自動追加信託サービスを利

用して追加信託をする場合、追加信託報酬

は不要とします。 

 

⑶信託期間中（管理信託報酬） 

 委託者兼受益者は、信託引受時に下記いず

れかの管理信託報酬支払いプランを選択す

るものとします（なお、一度選択した管理

信託報酬支払いプランは変更できませ

ん）。当社は、毎年４月20日（ただし銀行

休業日の場合は翌営業日）に、選択された

支払いプランに従い、当年４月から翌年３

月までの管理信託報酬を、信託財産からま

とめて収受します。但し、最初に管理信託

報酬が発生する月から次に到来する３月ま

での管理信託報酬については、最初に管理

信託報酬が発生する月の前月にまとめて収

受します。 

管理報酬、ならびにそれぞれの消費税等相当

額を収受します。 

⑴当初信託引受時（設定時信託報酬） 

 委託者兼受益者は信託引受時の信託元本額

に2％を乗じた額および消費税等を信託設

定時に当社に支払うものとします（但し、

上限は110万円（税込）とします）。設定

時報酬は原則として信託設定後直ちに信託

財産の中から委託者兼受益者が当社に支払

うものとします。 

⑵追加信託時（追加信託時報酬） 

 委託者兼受益者は、追加信託をする度に、

追加信託金額に2％を乗じた額および消費

税等を追加信託時に当社に支払うものとし

ます（但し、上限は110万円（税込）とし

ます）。追加信託時報酬は原則として追加

信託後直ちに信託財産の中から委託者兼受

益者が当社に支払うものとします。なお、

第２条第３項に基づく年金自動追加信託サ

ービスを利用して追加信託をする場合、追

加信託時報酬は不要とします。 

 

⑶信託期間中（管理報酬） 

 委託者兼受益者は、信託引受時に下記いず

れかの管理報酬支払いプランを選択するも

のとします（なお、一度選択した管理報酬

支払いプランは変更できません）。当社

は、毎年４月20日（ただし銀行休業日の場

合は翌営業日）に、選択された支払いプラ

ンに従い、当年４月から翌年３月までの管

理報酬を、信託財産からまとめて収受しま

す。但し、最初に管理報酬が発生する月か

ら次に到来する３月までの管理報酬につい

ては、最初に管理報酬が発生する月の前月

にまとめて収受します。 

 



 【管理信託報酬支払いプラン】 

①ベーシックプラン： 

以下に定める月のいずれか早い月から、

月額5,000円（税抜）。 

ア ３月末時点における委託者兼受益者

の年齢が80歳に達する年の４月（但

し、信託契約の成立日に80歳に達し

ている場合には、信託契約の成立日の

属する月の翌月） 

イ 第８条第２項に規定される代理人開

始届が当社に提出された日の属する月

の翌月 

②そなえるプラン： 

 第８条第２項に規定される代理人開始

届が当社に提出された日の属する月の

翌月から、月額8,000円（税抜）。 

 【管理報酬支払いプラン】 

①ベーシックプラン： 

以下に定める月のいずれか早い月から、

月額5,500円（税込）。 

ア ３月末時点における委託者兼受益者

の年齢が80歳に達する年の４月（但

し、信託契約の成立日に80歳に達し

ている場合には、信託契約の成立日の

属する月の翌月） 

イ 第８条第２項に規定される代理人開

始届が当社に提出された日の属する月

の翌月 

②そなえるプラン： 

 第８条第２項に規定される代理人開始届が

当社に提出された日の属する月の翌月か

ら、月額8,800円（税込）。 

 

以上 


